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サービスが劣るにも拘わらず料金が全国一律というの
は，こういった原則に反しているようにも思われる．
さらに，一律とはいっても大都市より地方の所得が少
ないのであるから公平ということにはならず，相対的
に地方は高い料金を払うとことになるわけである．こ
ういった条件下で利用者が少ないからさらにサービス
を低下させるということになれば，結末は目に見えて
いる．ただ，全国を網羅する以前のような組織であれ
ば，濃密なサービスを提供するところの利用者負担を
増やしてその収益をローカル線の維持に活用するとい
うことも可能であったかもしれないが，地域ごとに分
割してしまったのでそれも叶わなくなったといえる．
国の適切な施策なしでは，ローカル線の廃線はこの先
どんどん進行してしまうと思われる．何も鉄道の廃線
だけが地方の衰弱をもたらしているわけではないであ
ろうが，地方にとっては間違いなくネガティブな意味
でインパクトが大きく，健全な地方の維持のための生
活基盤と利便性の確保という点で決定的なマイナス要
因になると思われる．
日本は少子高齢化が急速に進んでおり，2022 年の出

生数がついに年間 80万人を割り込んでしまったと報じ
られた．都市部への人口集中が進めば進むほど出生率
が低下してくることは周知の事実であり，出産前後の
金銭支給は一時的な生計の助けにはなるものの，出生
率の改善にはまずつながらないであろう．出生率の低
下ばかりではなく，医師の偏在についても同様に地方
の活力低下が大きな要因の一つになっているといって
も過言ではない．ことあるごとに地方の活性化が叫ば
れているが，これについて長期的な国のビジョンが示
されたことはこれまで一度もないように思われる．生
活基盤と利便性の低下が過疎化をもたらし，それによ
る生活環境の悪化がさらなる過疎化の進行をもたらす
という悪循環からの脱却は容易ではない．地方の住み
やすい環境づくり，交通や教育などの健全な生活基盤
の維持は，今となっては国家的な対策以外には成し得
ないのではなかろうか．

（近藤　丘）

少し前に，JR北海道の函館本線の一部が廃止される
議論がなされているという報道を目にして，北海道で
生まれ育った身として大変な驚きを感じたことを記憶
している．日本国有鉄道が 6社に分割民営化されて久
しい．分割民営化について当時としてはほかに選択の
余地がなかったのかもしれないが，日本の国土のあり
様が全国一律ではないことから，単純な地域区分によ
る分割では民営化後の各会社の経営状況に大きな差が
生じることは容易に推定できることであったと思う．
当然のことながら，収支状況の悪い会社における収益
を期待できない地方路線は次々と廃線の憂き目にあっ
てきた．調べてみると 2022 年に廃線が決定したのは
JR北海道の2路線で，うち1路線は先述の函館本線の
一部で北海道新幹線と並行するためということで，も
う 1路線は水害による被害からの復旧を諦めたものと
いうことである．ほかに，2022 年 7月の段階で今後の
廃止について協議などが行われている路線が JRだけ
で 12路線あるそうで，このうち JR北海道が 8路線と
最も多く，すべて収益不足が原因である．宮城県では
東日本大震災による津波被害からの復旧を諦めた路線
があるが，災害が原因の廃線も根本的には収益の問題
によるものである．国会議員か大臣か記憶が定かでは
ないが，鉄道は途中まででは意味がないような発言を
された方がおられたと思う．その理屈でいけば，廃止
された路線につながる路線もいずれ廃止となるリスク
は大きく，今後地方において廃線の連鎖が続いていく
ことが危惧される．
鉄道のサービスといえばスピードと利便性で，新幹
線を除けばスピードは変わらないにしても，便数とい
う面では地方において利便性は大きく劣っている．濃
密なサービスほど払う代償が大きくなるのが世の常と
思われるが，鉄道に関しては地方において明らかに
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